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水素は、その歴史の中で今日ほどスポットライ卜を浴びて注目されている時代はないで

あろう o 今や技術者や研究者ばかりでなく、政治家も巻き込んだ形で、将来の理想的なク

リーンエネルギーとして様々な角度から議論される様になっている O

「水素が究極のエネルギーであるJとの考え)jは随分以前からあったが、それは化石燃

料利用の歴史的な背景からきているものであった。

化石燃料の中では、まず石炭が実用化され、次いで石油、さらに LPガスや天然ガスが

使用される様になったが、これを単位発熱量当たりの炭素数でみてみると、石炭、石油、

ガスのJI固に少しず‘つ炭素数が小さくなっている o そして天然ガスの主成分であるメタン

(C H ~ )からさらに炭素を減らすと水素になる。

この様に化石燃料の使用経緯からみて最終的には水素エネルギ一時代が到来するという

ものである。

我が国が、水素を研究開発課題として取り上げたのは、 1973年のオイルショックの

時で、この時はサンシャイン計画の中で、石油代詩エネルギー研究開発の 1つのオプショ

ンとして研究が進められた。この研究は石油価格の F落とともにトーンダウンすることに

なるが、水素が地球規模で見直され、 CO2 を排出しないクリーンなエネルギーとして再

び脚光を浴びるようになったのは、 CO2 による地球温暖化の問題が、 「気候変動に関す

る政府間パネル (1PCC) J等の国際会議でしばしば組上に上がる様になってきてから

である。

その後 CO2 問題では、進展が見られ、 CO2 の排出量削減を狙いとした炭素税或いは

課徴金制度として北欧 3ヶ国をはじめとする一部の国では既に実施されているし、又先進

各国が CO2 の排出量を削減することを国際公約として表明したのはご承知の通りであるo

従って公約国は省エネやエネルギー効率の改善による化石燃料の消費量削減に努めると

ともに、 CO2 排出に繋がる化石燃料に取って替わる新エネルギーの開発が余儀なくされ

ている訳である。

そこで新エネルギーシステムとして浮上してきているのが、水力、太陽エネルギ一、風

力、地熱等の自然、エネルギーを利用した再生可能エネルギー構想であるが、ここでは水素

がエネルギー媒体の中核として位置付けられている。
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海外ではカナダとヨーロッパ 7ヶ国が EQlfH P P (Euro-Qubec Hydro Hydrogen 

Pilot Project)を通して、既に水素エネルギーの調査研究を行っているし、米国でも 4年

前から N11 ^ (National Hydrogen Association)を発起きせ、水素エネルギーの研究を進

めている。

又、 1S 0では TC197で水素の標準化を進めており、やがて水素が国際商品として

動き出すであろうことが予感される状況となっている。

一方、我が国では通産省がエネルギー問題と環境問題は表裏一体であるとの認識のもと

に、従来のサンシャイン計画、ムーンライト計画及び地球環境技術研究開発を統合して

「エネルギ-・環境筒域総合技術開発推進計画J (通称:ニューサンシャイン計画)を発

表し、新たに 2つの国家プロジェクトが発足することになったが、このプロジェクトはい

づれも水素がエネルギーの中核媒体となっており、水素の製造から、液化、輸送、貯蔵、

消費及び利用に至るまで各プロセスでの技術開発を行うというものである o

新たにスター卜することになった「広域エネルギ一利用ネットワークシステム(エコ・

エネルギー都市)J及び「水素利用国際クリーンエネルギーシステム技術 (WE -N E T) 

」の 2つのプロジェク卜に参画を希望している企業、団体の数は 100以上に上がってお

り、多数の技術開発課題が提案されているo 提案内容については、現在フォーラムの中で

ヒヤリングが進められており、 2000-----2020年に向けて、国による水素エネルギー

に関する各種技術の研究開発が間もなくスタートしようとしている。

我々としては、技術の確立に向けて精一杯努力しなければならないと思っているし、又

一刻も早く水素エネルギーの時代が到来するのを願ってやむものでない。

以上
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